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九州将来ビジョン2030
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九州将来ビジョン2030実現に向けた10の課題
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第2期中期事業計画の位置付け・テーマ

第2期中期事業計画
2024～2026年度

第3期中期事業計画
2027～2029年度

第1期中期事業計画
2021～2023年度

九州将来ビジョン2030
「共生・共感・共創アイランド九州
～成長と心の豊かさをともに～」

第1期中期事業計画テーマ
“九州から日本を動かす”新たな価値の創出

第2期中期事業計画テーマ（案）

“九州から日本を動かす”新たな価値の創出

～地域の声を活かした飛躍に向けての挑戦

実現

4



第2期中期事業計画策定にあたっての考え方

第2期
中期事業計画

第1期中計の
PDCA

環境認識
現状分析

地域の声

・九州を取り巻く環境 （世界経済の変化、
地政学リスク、気候変動リスク、・・・）
・九州の強み・課題
・チャンスとリスクの整理 etc

・九州将来ビジョン2030実現に向けた
2026年度の到達目標
・重点戦略
・具体策およびアクションプラン

地域課題の掘り起こし
⇒九州全域に波及効果のあるものを
具体策へ反映

現中計・事業計画
からの継続・廃止

九州将来
ビジョン2030

3つの「ありたい姿」
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第2期中計の最終年度（2026年度）にありたい姿

Ⅰ 域内各地域がその特徴を活かして、他地域と
相互連携・補完しながら、経済成長している

Ⅱ 多様な人材が活躍し、地域課題・社会課題の
解決に取り組むとともに、新規性を持った取組み
がなされている

Ⅲ 交通や情報、ハード・ソフトのインフラ整備が進み、
複数の分野において広域連携ができている
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環境認識・現状分析（クロスSWOT分析）
九州の強み（Strengths） 九州の弱み（Weaknesses）

P：地域振興施策への積極的取組み（産業誘致・振興、地域ブランド育成etc） P：厳しい市町村財政

P：自治体の連携・官民の連携（九州地域戦略会議etc） E：高規格道路・新幹線整備の不十分さ

P：多額のふるさと納税受入額 E：一人あたり域内総生産の低さ

E：半導体関連産業の集積 E：一人あたり所得・給与の低さ、一世帯あたり資産の低さ

E：製造業（自動車・鉄鋼・造船） E：地域間格差（経済発展、人口分布、産業誘致、観光）

E：農業・水産（畜産、野菜、漁業） E：グローバルでの知名度の低さ

E：林業 S：人口減少と高齢化（労働力減少・消費市場縮小・公共交通維持困難・地域活力低下）

E：空港ネットワーク S：人口密度の低さ

S：文化・観光資源（自然・歴史・伝統文化・温泉・世界遺産） S：離島・半島・山間地域が多い

S：アジアとの距離・交流 S：大学進学率の低さ、高卒就職率の高さ

S：域内交流（県間輸送人員）の多さ S：若年層や高度専門人材の流出

S：温暖な気候 S：外国人労働者受入れ体制の不十分さ（学校含む）

T：研究開発（大学・研究機関・企業） S：海外志向の低さ

T：エネルギー関連技術・資源（再生可能エネルギー） S：自然災害リスク

S：災害対策の脆弱性

T：半導体人材不足

P：サプライチェーン強靭化に向けた政策

P：⻝料安全保障の強化と農林水産業の持続可能な成⻑の推進政策
P：成長と分配（構造的賃上げの実現）に向けた政策

E：消費者物価指数の上昇

E：賃金上昇・ベースアップ

E：半導体関連産業の投資増

E：韓国・アジアとの経済交流活性化

S：ポストコロナへの移行

S：サステナビリティの重要性の定着

S：環境技術の需要増加（カーボンニュートラル）

T：技術革新とイノベーション（科学技術・イノベーション基本計画）

T：生成AIの実装

P：地政学リスク・世界経済分断リスクの増大（物価高騰、サプライチェーン再編）

P：中国リスク

E：他地域の先端半導体産業集積

E：物流需給の逼迫（2024年問題、「物流革新に向けた政策パッケージ」）

E：産業構造の変化（技術革新や市場の変化）

E：人口・労働力人口の減少

E：他地域とのブランド競争

S：気候変動や自然環境の変化

S：自然災害の発生・激甚化

T：日本の研究開発力の低下

九
州
の
外
部
環
境
・
機
会

（
O

）

九
州
の
外
部
環
境
・
脅
威

（
T

）

【強み×機会⇒競争優位性強化】
●広域での半導体関連産業集積
　（シリコンアイランド九州復活へ向けての取組み）
●農林水産業の高度化と拡販による持続可能な農林水産業確立
●観光資源と食、MaaSを活用した九州広域観光圏の形成
●アジア（特に韓国）を含む広域観光圏の形成（MaaS活用）
●アジア（特に台湾、韓国）との広域経済連携
●脱炭素技術の実装（トランジション＆イノベーション）、
　サーキュラーエコノミーへの移行
●再エネ、水素、原子力などクリーンエネルギー投資促進、
　カーボンプライシングへの対応

【弱み×機会⇒キャッチアップ・改善】
●高規格道路・新幹線整備の推進
●給与・所得増のための労務課題解決の取組み
●適正な価格転嫁等への関与
●半導体人材の育成（産学連携）と域内関連産業への人材供給
●多様な人材が活躍する環境の整備（働き方改革、ダイバーシティ
　＆インクルージョン、外国人労働者受入れ環境の整備）
●DXによる地域住民の交通手段の確保（MaaS、自動運転、
　オンデマンド）
●アジア（特に韓国）と連携した欧米からのインバウンド誘致
●九州観光の欧米向けPR
●次世代の海外交流を促進するためのアウトバウンド施策
●農林水産物・加工品の欧米拡販
●災害対策高度化による住民と産業の支援

【強み×脅威⇒切り抜け、差別化】
●先端半導体の研究開発拠点誘致
　⇒研究・製造の協働によるイノベーションエコシステムの構築
●半導体と他産業の融合による産業の高度化・効率化と新産業創出
●各地域の特色を活かした産業の多様化・高度化
●物流業界以外を含めた物流円滑化のための取組み
●グローバルなブランド戦略展開（「九州」ブランド）
●広域連携による災害対策の強化

【弱み×脅威⇒守りor撤退】
●地域の社会課題解決のための資金確保
　（例：JANPIA活用、民間投資促進）
●自治体と企業が連携して取り組む社会資本整備（PPP/PFI）
●若者の定住促進のための地域の魅力向上施策
●DX推進による各分野の効率化・省人化
●福祉・教育分野の効率化・高度化
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第2期中計における重点戦略（案）

重点戦略１．半導体関連産業を中心とした産業集積支援（新生ｼﾘｺﾝｱｲﾗﾝﾄﾞ九州）

重点戦略2．各産業の高度化・持続可能性向上・成長支援

重点戦略３．省エネ技術や脱炭素技術の展開とその取組み支援によるGX推進

重点戦略４．産学官連携によるイノベーションエコシステム構築支援

重点戦略５．アジア地域諸国・世界との連携強化（経済・観光など）

重点戦略６．産学官連携による高度専門人材の育成支援

重点戦略７．九州地域の経済・産業の活性化による個人所得・給与向上の取組み

重点戦略８．多様性・包摂性ある風土の醸成

重点戦略９．ハード・ソフト両面のインフラ整備と広域連携施策の推進

重点戦略１０．地域の暮らしと産業を守る防災・減災機能の高度化支援

重点戦略１１．九州各地域に共通する課題・九州全域に波及する課題の解決
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今後のスケジュール

～2023年11月 地域委員会・地域参事等を通した地域課題の掘起こし

～１２月 重点戦略に基づく具体策・アクションプランの策定

12月 中計全体案の策定

2024年 1月 正副会長・委員長会議にて中計全体案の報告

3月 理事会にて審議・決定
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